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資料１

首都直下地震対策検討ワーキンググループ（第１回）

令和５年12月20日（水）

首都直下地震対策検討ワーキンググループ
の設置について





減災目標を定めた首都直下地震緊急対策推進基本計画の策定（平成27年3月）から10年が経過することから、
同基本計画及び政府業務継続計画の見直しに向けて、本格的な検討を開始する。

被害想定（H25.12）

直下地震（Ｍ７クラス）により、強い揺れが
発生し、建物等が倒壊・焼失

死者数：最大2.3万人
（地震：約３割、火災：約７割）

全壊・焼失家屋：最大61万棟
（地震：約３割、火災：約７割）

首都直下地震緊急対策推進基本計画（H27.3）

減災目標 死者数：概ね半減 全壊･焼失棟数：概ね半減
●地震対策 ・住宅等の耐震化率 【具体目標：79％（H20）⇒ 95％（H32）】

・防災拠点となる
公共施設等の耐震化率 【具体目標：92.1％（H25）⇒ 100％】 等

●火災対策 ・危険密集市街地の解消 【具体目標：約2,500ha（H23）⇒ 解消（H32）】
・緊急消防援助隊の部隊数【具体目標：4,600隊（H26）⇒ 6,000隊（H30）】 等

総理官邸等が立地する地区は、一定の強靱
性を有するものの、不確実性の高い項目につ
いて、より過酷な被害様相を想定

停電、電話不通、断水：１週間
ＪＲ等の運行停止：１ヶ月
主要道路の啓開：１週間

政府業務継続計画（H26.3）

目 標 １週間、外部から庁舎に補給なしで、交代で非常時優先業務を実施
できる体制の整備を目指す

●執行体制

●執務環境

・社会全体としての業務継続体制の構築 ・緊急的な権限委任
・職務代行者の選任 ・参集要員の確保 等
・庁舎の耐震安全化 ・電力の確保 ・通信・情報システムの確保
・物資の備蓄 ・代替庁舎の確保 等

首都直下地震モデル・手法検討会※

（令和６年１月～）
最新の知見を踏まえ、震度分布や津波高、被害想定の計算
手法を検討。
※内閣府に設置

（既存の検討会等）
政府BCP評価等有識者会議（平成26年4月～）
帰宅困難者等対策検討委員会（令和3年11月～）

首都直下地震対策検討WG※
（令和5年12月～）
防災対策の進捗状況の確認や被害想定の見
直し、新たな防災対策等を検討
※中央防災会議防災対策実行会議の下に設置。

基本計画・政府BCPの見直し
（令和7年春頃（見込み））

＜今後の検討の流れ（予定）＞

１

首都直下地震対策 被害想定・防災対策の見直し



千島海溝で発生するM8.8以上の地震の
30年以内の発生確率：７％～40％

中部圏・近畿圏
直下地震

南海トラフで発生するＭ８から
Ｍ９クラスの地震の30年以内の
発生確率：70％～80％

海溝型地震

直下型地震

首都直下地震
南関東地域におけるM７クラスの地震の30
年以内の発生確率：70％程度

被害想定（H25.3）
基本計画決定（H26.3） 被害想定（R3.12）

基本計画（R4.9）

発生確率・切迫性が高い、経済・社会への影響が大きいなどの観点から対象とする地震を選定

※大規模地震防災・減災対策大綱
（中央防災会議決定（H26.3））

日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震

被害想定（H25.12）
基本計画（H27.3）

南海トラフ地震

検討を開始（R4.11～）

※

R7.春に計画見直しを予定

R5.4より見直し中

２

【参考】中央防災会議が対象としている大規模地震



○ 減災目標を定めた首都直下地震緊急対策推進基本計画の策定（平成27年3月）から10年が経過する
ことから、同基本計画及び政府業務継続計画の見直しに向けて、新たな防災対策の検討が必要。

○ 中央防災会議防災対策実行会議の下、首都直下地震対策検討ワーキンググループを設置し、防災対策の
進捗状況の確認や被害想定の見直し、新たな防災対策の検討を実施。

３．スケジュール（案）

２．検討期間（予定）
令和５年１２月～令和６年１２月目途

１．主な議題
① 防災対策の進捗状況の確認や被害想定の見直し
・ 防災対策のフォローアップを実施し、被害想定の低減に
向けた既存対策の課題を抽出

・ 最新の知見や社会状況の変化を踏まえた被害想定の
見直し

・ 新たな被害想定を基に、課題の解決に向け、より直接
的に減災効果がある施策を検討

② 新たな防災対策の検討
・ 技術の進展や他の災害の教訓、社会状況の変化等を
踏まえ、今後の防災対策の検討に当たって考慮すべき
課題を洗い出し

・ 新たな課題を踏まえた被害想定の見直し
・ 新たな課題に対する防災対策の検討

回数 開催概要

第1回 首都直下地震対策の現行枠組みについて
対策の進捗状況、見直しの方向性

第2回
首都中枢機能と首都中枢機関について
首都中枢機能の継続性確保に必要不可欠な
基盤について

第3回 東京一極集中への対応（要配慮者、国土形
成等）

第4回 デジタル化（Society5.0）を踏まえた対応
第5回 経済・社会への影響と対応
第6回 揺れ対策、火災対策、津波対策等について
第7回 災害応急対策について
第8回 復旧・復興対策について
第9回
以降

未定

注）今後の議論の過程で変更があり得る。

３

首都直下地震対策検討ワーキンググループの設置と主な議題等



○ 平成25年の中央防災会議において想定した、首都直下地震モデル及び相模トラフ沿いで発生する
巨大地震モデルによる震度分布・津波高等について、現時点における最新の科学的知見に基づき見
直しを行うこと、また、これらに基づく定量的な被害想定を行うための手法等を検討することを目的と
して、検討会を開催する。

○ 「首都直下地震対策検討ワーキンググループ」における議論のほか、南海トラフ巨大地震モデル及
び被害想定の知見、先行的調査・検討等を踏まえて検討を行う。

① 地震動・津波高・津波浸水想定等の見直し検討

・ H25年度の計算手法・推計結果の確認

・ 地盤構造モデルの更新状況や津波堆積物調査
の進展を踏まえた地震動や津波高等の計算手法

・ 堤防等の整備状況や地形データの高精度化を
踏まえた津波浸水想定等の計算手法 等

第１回 令和６年１月（目処）
（令和６年７月頃まで、計６回程度）

○ 地震 ６名
○ 地盤・プレート形状 ２名
○ 都市防災 １名
○ 建築構造・耐震 １名 （１０名）

③ 新たな被害想定計算手法の検討

・H25年度の計算手法・推計結果の確認

・火災及び延焼に関する被害推計手法

・揺れによる物的・人的被害想定手法

・「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググルー
プ」における議論を踏まえた被害想定手法の適
用妥当性（災害関連死の扱いなど） 等

首都直下地震モデル・被害想定手法検討会

検討スケジュール（見込み）

主な議題

検討メンバー（想定）

開催趣旨

② 対策検討の対象となりうる地震モデルの検討

４
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